壊滅的被害を受けた沿岸部被災地での集団避難
―広域化・長期化する中で取り組む南三陸町の事例から―
Coastal areas ravaged by The Great East Japan Earthquake, and took refuge with a group.
東北学院大学　本間照雄
１　元の場所に戻られない[image: image1.png]



　平成23年3月11日14時46分頃、三陸沖を震源とするマグニチュード9.0、最大震度7（栗原市）の大地震が発生し、東北太平洋沿岸は、大津波襲来で壊滅的な被害を受けた。南三陸町は、これまで最大だったチリ地震津波の5.5メートルを遙かに超え、防災対策庁舎付近で最大波高15.5ｍの津波が襲いかかり、町内10㎢が浸水し3、311戸（平成23年12月末現在）に被害を受け、行政機能は麻痺し商店街のほとんどは流され産業基盤の多くを失った。人的被害は甚大で、死亡又は行方不明者は748人（平成24年11月末現在）を数える。　　　　写真1　防災対策庁舎
　南三陸町の被害は、沿岸部被害の特色を色濃く現している。一口で言うならば、津波で浸水した場所には、元の様な町並みをつくられない、元の場所に戻られないということで、被災者支援では次のような状況を生み出している。

　第一は、町外二次避難所への集団避難である。南三陸町は、建物3、311戸（り災率62%）が流失し、商業地に至ってはほぼ100%が流失する甚大な被害を受けた。平地の少ない上にその殆どを流出した現状では、災害救助法に基づく応急仮設住宅の建設は困難を極めた。このため、南三陸町長は、仮設住宅が建設されるまでの間（概ね9月頃迄）、町外に設置する二次避難所で避難生活を送るよう町民に理解を求め、それに応じた町民2、246人が南三陸町外及び県外56か所に集団避難している。
　第二は、点在する応急仮設住宅である。町内に応急仮設住の建設用地となる浸水の恐れのない安全な平坦地は少なく、加えてまとまった安全な土地が限られていることから、数多くの狭い土地に仮設住宅を造らなければならなかった。その結果、5ヶ月間もの建設期間を要し、2,195戸の仮設住宅が町内外58か所に点在することとなった。また、973戸もの民間賃貸住宅をつかった仮設住宅（みなし仮設）は、宮城県内は12市12町、県外は31都道府県に点在している。

　第三は、元住んでいた場所に戻られないことである。平地に住んでいた場所の殆どが『災害危険区域』に指定され住宅建築に制限がかかっている。この為、仮設住宅から本復旧するに際しても、防災集団移転又は災害公営住宅への移転を余儀なくされている。
２　避難所と集団避難
　南三陸町では、事前に指定していた避難所（内津波指定避難所）の46か所中24か所が被災している。この為、避難所は広域に点在することになり、南三陸町及び登米市に70か所を超える一次避難所を設置し、8月21日に最後の一次避難所が閉鎖されるまでの間、最大時9、753人（3月20日）が避難生活を送っている。

　そうした状況下において、南三陸町長は、中心市街地の殆どが浸水し、浸水からまぬがれた狭い土地で長期間の避難生活を送ることは困難と判断し、町外での避難（二次避難所設置）を決断し、3月26日「仮設住宅が完成するまでの間、より良い環境で生活して欲しい」と町民に町外集団避難を呼びかけ、4月3日を皮切りに延べ2、246人が南三陸町内外及び県外56か所の二次避難所に集団避難した。残りは、町内外の一次避難所に留まっている。集団避難した町民の内65歳以上の高齢者は736人（32.8%）で、更にその内の384人（52.2%）が75歳以上の後期高齢者であった。これとは別に、援護を必要とする避難者を対象にした福祉避難所も設置している。震災直後の3月11日、老人福祉センターに設置した福祉避難所だけでは不足することから、5月16日、登米市内の旧特別養護老人ホームを改修して福祉避難所を設置し、2か所（定員72名）とも平成24年9月13日に閉鎖するまで運営している。

3　集団避難の概要
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　南三陸町が行った避難所設置で他に類を見ないのが、落ち着いて長い避難生活を送ることを想定した、他市町への二次避難所設置とそこへの集団避難である。
　町内のほとんどが浸水した南三陸町に対する周辺自治体による支援の手は早かった。近隣の登米市長は3月20日に仮設住宅の敷地提供を、大崎市長は3月23日に鳴子温泉宿を使った二次避難所設置の申し出を行っている。その他、県内外の市町村からも避難所設置の申し出が相次いだ。避難所設置の申し出のあった市町村は、宮城県は大崎市、栗原市、登米市、加美町及び　　　　写真2　集団避難先に掲げる大漁旗
色麻町の3市2町、県外は北海道、青森県、秋田県、山形県、新潟県、富山県、長野県の1道6県で、県内5、844人、県外9、086人の受け入れ体制が短期間に整えられている。町民の希望から、最終的に町外二次避難所設置市町村は、県内では大崎市、栗原市、登米市及び加美町の三市一町、県外は山形県上山市及び秋田県にかほ市となった。
　この集団避難（二次避難所）は、説明から集団避難までの時間が10日もない中で決断を求めるものであったが、4月3日の第一次集団避難から三度にわたって行われ、一部を除く概ね8月末の帰郷までに、最大時56か所（県内3市1町、県外2県2市）の二次避難所で2、246人の避難生活が続いた。この集団避難先は、緊急の一時的な学校の体育館などとの一次避難所は異なり、温泉旅館や集会施設を利用するもので、期間は仮設住宅ができるまでの概ね4か月から半年間を予定した。
　集団避難による二次避難所での避難生活は、最大時2、246人にもなった。一方、一次避難所避難者（最大時10、368人）に残った被災者も多く、町は依然として一次避難所避難者支援に忙殺されていた。この為、比較的環境の整った中での二次避難所避難者に対する支援は、避難先市町に任せっきりにならざるを得なかった。
　こうした中、4月に集団避難した町民からは、「町から誰も来ない」「町の情報が届かない」等々の苦情が相次ぐ事態になった。しかし、南三陸町では県内外に散らばる二次避難所56か所を回ることなど到底出来る状況にはなかった。そこで町では、地域福祉に精通した嘱託職員を二次避難所支援に充て、広域避難者への支援を始めた。
４　二次避難所支援
　避難者がよく口にする「情報が足りない」とは、行政情報の不足ではなく行政情報の内容を十分理解できないことや町で今起きている些細な出来事や町の様子と言ったいわば生活情報の不足を指している。生活情報の中でも、ボランティア等による支援物資に関する情報は特に関心が高く、それらの内容の不足にはとても敏感である。不満の多くは、物が足りないという不足感ではなく、忘れられているのではないかという孤立感や他と違うという差別感が占めている。

　町外避難所で暮らす町民は、支援を受けている他市町村への感謝と慣れない環境下での生活で生じる不満が錯綜する。お世話してもらっている他市町村の役場職員や二次避難所従業員に不平不満をぶつけることには遠慮があり、ぶつけどころのない鬱積した気持を持ち続けている。芸能人による支援活動や支援物資の配布に関するマスコミ報道は、町長の意向に沿って内陸市町村に避難した被災者に向けられることはほとんど無い。これらのことの積み重ねが「忘れられている」「見捨てられている」「俺たちだって被災者なのに何もこない」との孤立感／差別感をことさらに助長することになる。二次避難先への訪問は、こうしたことに対応するために行われたのである。

　（１）　二次避難所（集団避難先）への訪問
　二次避難所は、山形県上山市、秋田県にかほ市及び大崎市では民間の温泉旅館又はビジネスホテルに、栗原市、登米市及び加美町では公共の集会所や研修施設に合わせて56か所(最大時)設置された。
[image: image3.png]


　南三陸町で行った二次避難所訪問事業は、町を離れて避難している二次避難所を訪問し、避難生活上の課題を把握して関係課に伝えることや町の様子を伝えることを目的としている。二次避難所の訪問は、平成23年6月1日から二次避難所が閉鎖になる9月（一部の世帯は10月迄残った）までの間行われた。

　二次避難所訪問は、ビデオカメラで町内の様子を撮影して南三陸町内の様子を知らせる生活情報の提供や避難生活をしている中での課題や町への要望などの聴き取り、その内容を関係課に伝え町を離れている避難生活者の実態把握と早期の解決を図った。また、帰郷の想いを支えることを目的に、町長の避難生活者のへメッセージを収録して、町長から避難町民へのビデオメールの配達（ビデオ再生）を行っている。また、少数ではあったが、避難者からの申し出で、町外二次避難所で元気で過ごしている様子を南三陸町の知人に知らせて欲しいなといった要望にも応えている。
　ビデオ撮影で二次避難者から要望の多かった内容は、　　　　　写真3　二次避難所訪問
仮設住宅の工事進捗状況や室内の様子を知りたいというものであった。二次避難所での生活が始まるやいなや次の大きな関心事は、仮設住宅への入居であることを物語っている。自分が入居予定の仮設住宅を図面だけで理解できる人はそう多くない。特に細々とした家庭用品をそろえなければいけない主婦は、入居予定の仮設住宅のことを細かに知りたい、現物を見たいと希望する。仮設住宅の抽選から入居まで1、２週間しか余裕がない現状ではなおさらである。そのような主婦の要望に対して、「図面を見て判断して下さい」としか応えられない役場の対応を補完する意味で、仮設住宅工事現場に出向き現場監督に頼み込んで台所やお風呂周り、居室のしつらえなどをビデオで撮影して依頼者に解説する支援を行っている。
　訪問時の主な内容は以下の三点である。
　①南三陸町の様子をビデオや口頭又は資料で伝えると共に町長のメッセージを伝達（ビデオ再生）
　②二次避難所生活での困っていることや町への要望を聞き取り、その内容を関係各課に伝える。
　③介護／福祉サービス利用に関する相談に乗り手続きの前段階までの連絡調整を行う。
　しかし、この三点にもまして効果があったことは、「町の職員が避難所に顔を出す」ことであった。このため、多くの時間はできるだけ多くの避難者に顔を出し挨拶をして話を聞く時間に充てることしていた。また、個々人からの相談は、受入市町で二次避難所に派遣している行政職員及び二次避難所の代表者からの相談や聴き取りの中から拾い上げ、その後に個々人に対して個別具体に対応している。

　（２）　避難先での苦悩
　南三陸町の被災者を受け入れた県内外市町の取り組みは、一応にきめ細やかで徹底したものであった。各市町では、被災者支援に関わる部署を設け一元的に行っていた。財源措置はそれぞれではあるが、十分な支援スタッフをそろえ見守り支援を行うと共に、保健師等の専門職を加えるなどして、早い段階から手厚い支援を行っていた。一方、インフォーマルな関わりは、自治会や地域の伝統的団体（婦人会等）レベルで行われ、多彩な関わりが持たれていた。保健・福祉面は行政を中心とした支援で、日常生活の潤いに関する分野については、地域の力が大いに発揮されていた。行政サービスとは異なり、地域の様々な組織／団体は、何処にでもあるありふれた日常を醸し出す役割を担う大きな力を発揮した。｢特別｣感を見せない支援は、気持ちが沈みがちな被災者を和ませ、非日常に中にあっても日常の雰囲気を作り出す貴重な関わりであった。
　しかし、こうした手厚い支援にも増して、この選択の先に待っていたのは、一見すると恵まれているかの様な避難環境の中に過酷な現状があった。以下大きく三点に集約して整理してみる。
　第一は、仕事・学校・病院を巡っての苦渋の選択である。
　二次避難を選択した世帯は、それぞれ三者三様の事情を抱えている。特に、それぞれの家族では、仕事、学校及び病院（医療）という三つの生活課題を重複して持っている。この生活課題は、住まいの場に大きな影響を持ち、その深刻度によっては家族が離ればなれにならざるを得ない事態も生じさせている。その時々の至るところで苦渋の選択を強いられるのが避難被災者の現状なのである。集団避難する際も、戻る時も、家族内でその優先順位が異なり、結果として、家族が別居を強いられることも少なくなかった。その際、世帯単位での住宅補償の原則が足かせになり、親の住宅は仮設住宅で無料だが、若夫婦と子どもの住宅は個人負担になってしまうなど、二重三重の生活費をかける必要が生じる。仕事や住まいを失った被災者には大きすぎる負担となるケースが珍しくないのである。

　第二は、「退屈」が最も過酷な試練ということである。
　二次避難所は、様々な社会資源が活用された。その中には、大崎市が準備した温泉旅館を活用した二次避難所がある。避難場所が温泉旅館という事で、｢湯治が出来ていいね」と言った言葉が聞かれる。体育館等で避難所生活をしている被災者からすればそのように見えるかも知れない。しかし、温泉旅館の客間という非日常の空間で長い避難生活という日常を営む。換言すれば着飾った部屋でかしこまった生活を強いられるのである。そうした空間の中で，部屋を汚さない様に気をつけながら，何をすることもなく小さな部屋で過ごすのは時間を持て余し大変なことであった。｢湯治気分｣はとんでもない誤解なのである。｢俺たちは動物園の檻の中の動物だ｣と言った避難者がいた。自分で何かしらの仕事を見つけ出せば解決できることと言うのは簡単だが、現実はそう簡単ではない。自分から何かを起こそうとする力を失いかけるほど、家屋を失い、仕事を失い、なにより肉親を失う被災の現実は厳しいのである。

　第三は、慣れない環境は、要援護者の自立力を低下させることである。
　二次避難所は、旅館などの宿泊施設を一泊二食付きで5、000円で二次避難所として借り上げるケースが多い。この為、避難生活は上げ膳据え膳状態になる。そこには、日々細々とした日常生活はなく、｢家事の手順すら忘れてしまう｣何もしないですむ、時として何もさせられない日常がある。また、認知症の人には過酷な環境になっている。二次避難所での生活環境は、これまでの慣れ親しんだ生活環境とは全く異なり、迷路のような通路に同じ形の部屋が並ぶ。見当識障害を持つ認知症高齢者には、大変暮らしにくい環境になっている。また、日常生活行為が著しく減少することは、生活活動量を減らし廃用性状態を助長しADL（Activities of Daily Living）を低下させる事になるのである。
　（３）　帰郷の想いを支える

　二次避難所への日常生活上の支援は、地元市町によって組織的かつ計画的に行われていることから、南三陸町から出向いてできる支援はそれほど多くない。そのような中、町が最も意識して行っている支援は、顔の見える関わりをとおして町とつながっていることを示すことである。愚痴を聞き、個々具体的に抱えている疑問に応え、気になっている町の様子を伝えることで、帰郷の想いをつなぐ架け橋になることである。避難者に平静さ失わせ苛立ちを引き起こしている孤立感や差別感への対応は、直接出向いて個々の不安や疑問に耳を傾ける姿勢を示すことが何にも勝る支援になっている。多くの町民は、役場職員が不眠不休で仕事をしていることは理解している。しかし、町を離れていると、町（行政）は「私たちを忘れているのではなかいか」と不安になるという。町では、そうした町民の訴えに耳を傾け、孤立感や差別感を埋めながら、町の戻って暮らしたいという想いを支えることを基軸に据えた二次避難所訪問事業を独自に行っているのである。

　南三陸町長は、二次避難所から仮設住宅に戻るときは｢必ず迎えに行く｣と言ったことを守り、平成23年8月4日に登米市の二次避難所旧鱒淵小学校で避難生活を送っていた町民を皮切りに、大崎市や栗原市の避難所に帰郷時の出迎えに行っている。この様な姿勢は、町を離れて避難生活を送っていいた町民に、町に戻ってきてもらいたいとする町の姿勢を強力に印象づける結果となっている。
　こうした支援は、応急仮設住宅の整備まで続いた。応急仮設住宅は、平成23年4月29日入居開始となった横山Ⅰ期仮設住宅団地（登米市横山）の第一期59戸を皮切りに、8月31日入居開始となった山の神平仮設住宅団地（南三陸町入谷）の第十四期28戸迄で、5ヶ月間かけて南三陸町と登米市に合わせて51地区59団地に2、195戸整備し、6、099人（1、937世帯）入居している（2012/01/25現在）。その他、民間賃貸住宅（見なし仮設）は、973戸（県内12市12町、県外31都道府県）入居している。

　要援護者向けの福祉仮設住宅については、南三陸町入谷地区及び登米市南方の二か所に3ユニット（定員30人）の福祉仮設住宅を整備した。9月1日に開設し同月13日から入居が始まっている。
５　被災地は　今

　（１）　街が消え町が造られている

　南三陸町全体の罹災率は62%だが、産業・行政の中心である志津川地区の罹災率は75％。町がほぼ壊滅的状態になったと言っても過言ではない。仙台、石巻、気仙沼といった各被災地でも非常に多くの建物が倒壊しているが、残っている部分も相当ある。こうしたことから、南三陸町の再興は「まったく新しい町をもう一回つくる」という被災規模である。

　町では、平成32年度を復興達成の目標年次に定め、大きく三区分し連続的かつ継続的に推進する「復旧しながら復興し、復興しながら発展する」ことを目指している。東日本大震災から丸5年目になり、震災復興計画上は復旧期から復興期（県計画では再生期）に移り、町内は、約10メートルの防潮堤や河川堤防の整備や土地の嵩上げで以前の景観を一変させている。
　町のいたるところから、建物の記憶を呼び起こすコンクリート基礎が消え、被災した公共施設の取り壊しも進み、目印になっていた大きな建物が消え、立木の生い茂った山も消え、代わりに盛り土の山があちこちに出現し、方向感覚を失ってしまいそうな町にその姿を変えているのである。

　今、南三陸町では槌音が響き渡り、復興町づくりが急ピッチで進められている。住宅地の整備に限っていえば、高台移転の宅地造成は35団地1、713戸、災害公営住宅整備は8地区770戸（集合住宅670戸、戸建住宅100戸）と、被災前世帯数5、362世帯（平成23年2月末）の46.3%が新たな住まい方を必要としている。その新たな生活の場である災害公営住宅は、約9割が中層集合型住宅になり、被災者の多くに全くなじみのない住環境での暮らしが待っている。
　（２）　長引く「仮」の時間
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　応急仮設住宅の利用期間が2年から延長が繰り返され5年になった。別の言い方をすれば、安定した住まいへの引っ越しが先送りされ「仮」の時間が長引くことである。仮だったはずの時間や空間が常態化することで、我慢の糸が切れかかり小さな近隣関係のいざこざが増えている。再建に向けて歩む人と現状の苦しさから逃れられない人と、現状の受け止め方に差が生じ、その差はしだいに開きつつある。自己選択自己決定を基本とする行政が行う支援は、多様な事情を抱える被災者を前にし、次第に難しい局面に入ろうとしている。　　　図1　被災から恒久住宅までの道のり
　町民の関心は、仮設住宅から災害公営住宅や防災集団移転へと移っている。町民は、被災直後から一次避難所、二次避難所、応急仮設住宅そして災害公営住宅／防災集団移転と住まいに関わる度重なる苦渋の選択を少ない情報／短い時間の中で迫られながら避難生活を続けている。今、住まいを決める最終段階になって、生活インフラに対する関心が高まり、目に見えない復興の姿に苛立ちや不安感を募らせている。

　このような中で被災者支援は、5年目を過ぎようとしている。これまでの支援は、生きるための救援救助の段階から巡回／寄り添いでの安否・健康確保による安全・安心な暮らしを目指した支援で、流されたもの失意への支援で急性期・回復期への支援と言える。では、これからの支援はどうあるべきなのだろうか。今、仮設住宅で語られる｢何にも進まない、この町はどうなっていくのだろうか｣という苛立ちや不安は、裏を返せばまちづくりへの関心の高まりとも言える。これからは、こうした今後の復興、発展への道筋を鳥瞰した町づくりへの支援が求められることになるであろう。高齢者からは｢生きているうちに志津川（南三陸町）にかえられるのだろうか｣｢帰るのは山の中（お墓のある場所）になってしまうだろう｣等々の声が聞こえる。彼らにとっての三年、五年は、生きる希望さえ萎えさせてしまう長い時間なのである。これから行われる被災者支援は、明日に希望を持てる暮らしを支えるものである必要がある。だからこそ、それを生み出す基盤となるコミュニティの再生や地域ケアシステムの構築を意識した取り組みが必要なのである。
　今、日本各地で大規模震災が予測されている。高い確率で発生が懸念されている南海トラフ巨大地震では、東日本大震災と同様に巨大津波が発生すると予測されている。これに対して減災対策はもちろんであるが、東日本大震災で経験している長く辛い避難生活をいかにして支えるかに関する施策についてしっかり検証し、支援制度の確立に向けた提言を行うことが重要である。
後書きに変えて
　南三陸町と筆者は、このような支援活動を行う特段の関係があったわけではない。20日後に宮城県職員を定年退職するその時期に東日本大震災があり､それ以降の関わりである。

　「町が消失している」「どこから手をつけていいのかわからないほど被害は甚大だ」。沿岸部被災地に派遣した職員の報告は想像を絶するものだった。こうした報告を受け、筆者は自分自身の被災市町への派遣を上司に申し出た。しかし、当時は、職場で被災者支援の統括をしていたことから、被災地に赴くことはかなわなかった。そこで、沿岸部被災地市町に向けて、これまでの公務員としての経歴と自分でもできそうなことを書いた手紙を添えて、退職後の行政ボランティアの申し出を行った。すぐに受け入れの返事が来たのが南三陸町であった。

　退職辞令を受けた後、食料や寝袋などの準備を整えて直ぐに南三陸町に入った。南三陸町の保健福祉課に迎えられ、特段の役割も持たないまま、長テーブルで課長補佐の隣の席に着いた。当時、県外自治体派遣の職員が県名や市町村名を付したビブスを着て支援に入っており、膨大な事務量を黙々とこなしていた。多くの人の出入り、聞き取りにくい衛星電話、様々な問題を抱えて飛び込んでくる町民。大きな声が飛び交い事務所は騒然としていた。

　不思議なことに、騒然とした中で頭の上を飛び交う言葉が、テレビのテロップのように聞き取れた。「○○さんは持病があるが二次避難所近くに通院できる医療機関はあるのか」「介護の必要な人がいる、誰に相談すればつなげられるか」等々。町の職員は、町のなかに関することは何でも知っているが、町外のことについては情報量が少ない。しかし筆者は、県職員をしていたことから、県内全体の社会資源の配置や市町村職員をある程度把握しており、二次避難所近くの社会資源の有無やたとえわからなくとも誰に聞けばよいのかを知っていた。こうしたことから、頭の上を飛び交う言葉になにがしの助言ができた。こうして被災地に入って最初にしたことが、この町外二次避難所への集団避難であった。

　しかし、集団避難から二ヶ月も過ぎると、町外に設置した避難先から様々な苦情が寄せられるようになってきた。確かに、町から離れて情報量も少なくなる中での避難生活は、困難を極めていただろうことは想像できた。こうした状況を受けて、筆者は町に対して二次避難所訪問支援の提案をした。その際、訪問するのが「行政ボランティア」では、町の姿勢が消極的過ぎると考え、何らかの職名をつけてもらい、町としての支援姿勢を明確にして訪問できるようにお願いした。こうしていただいた職名が「福祉アドバイザー」である。

　被災地南三陸町に入ってから、はじめはプレハブの役場庁舎、その後テントや物置等で住み続け、丸々3年被災地南三陸町で被災者支援に当たった。

　3年を経た時、よそ者が長く居続けることは地元の自立力を削ぐことになってしまうと考え、南三陸町を離れ、南三陸町だけでなく宮城県内全被災市町の支援を行うこととした。現在の南三陸町へは、月に1回程度の訪問にとどめ、側面からの支援に変えている。

　東日本大震災は、被害規模が甚大であったことだけではなく、避難生活の時間がとても長いところにも過去の災害には見られない東日本大震災被災地の厳しさがある。こうしたことから、筆者は、避難生活の困難さに視点をおき、被災者支援を行ってきた。その事例の一つがこの町外二次避難所への集団避難者訪問支援なのである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ほんま　てるお・元南三陸町福祉アドバイザー・東北大学）
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